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第 11 号     佐々木敦也の経済千思万考  
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【経常収支、日本の「稼ぐ力」の変容：考慮すべきポイントは何か？】 2015.2.23 

 

「財務省が９日発表した 2014 年の国際収支速報によると、モノやサービスなど海外との

総合的な取引状況を表す経常収支は２兆6266億円の黒字だった。黒字額は前年比で18.8％

減り、現行統計が始まった 1985 年以降で最小。輸出から輸入を引いた貿易赤字が過去最

大になった分を企業の海外子会社の稼ぎを映す第１次所得収支の黒字で賄った格好で、日

本の稼ぐ構造の変化を鮮明に表している。 

経常収支の黒字額は東日本大震災があった 11 年から縮み続けており、14 年はピークだっ

た 07 年のわずか１割まで落ち込んだ。黒字額の縮小は４年連続で、３年連続で過去最小

を更新した。経常収支のうち、貿易収支の赤字は 10 兆 3637 億円と、前年比で１兆 5903

億円膨らんだ。赤字は４年連続で、赤字額は比較可能な 1996 年以降で最も大きい。」 

（2015 年 2 月 10 日付日本経済新聞） 
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※経常収支は次の 4つの合計で成り立つ。 

経常収支 = 貿易収支 + サービス収支 + 所得収支 + 経常移転収支 

（1）貿易収支……（輸出額）－（輸入額） 

（2）所得収支……（海外の日本企業などが国内に送金する「仕送り」） 

－（外国の企業が日本で稼いで母国へ送金した「仕送り」） 

（3）サービス収支……（日本旅行に来た外国人が日本に落とした金） 

－（海外旅行者が現地で落とした金） 

（4）経常移転収支……途上国援助 

このうち経常移転収支は性質上常に赤字なので、実態を知るには（1）（2）（3）となる。 

 

日本は近年までずっと貿易黒字国だった。年間の貿易黒字額は、ピークが 1992 年の 15 兆

7764 億円で（年間平均為替が 1 ドル＝126.65 円、以下同じ）、その後もリーマンショッ

ク前で世界経済が加熱していた 2007 年が 12兆 3223 億円（117.75 円）、円高となった 2010

年でも 7兆 9789 億円（87.78 円）と高水準を維持していた。 

ところが東日本大震災のあった 2011 年に貿易収支が赤字に転落し、年間の赤字額は 2011

年の 1兆 6165 億円（79.80 円）が、2012 年に 5兆 8141 億円（79.79 円）、2013 年には 10

兆 6399 億円（97.59 円）と急増している。 

 

最近の貿易赤字拡大の理由として、輸出企業の海外生産の増加や円安・エネルギー価格の

上昇による輸入額拡大とエコノミストは説明してきたが、そんな一時的なものではない。 

つまり日本経済は、2011 年に長く続いた貿易黒字国から赤字国に転落し、さらに 2013 年

後半以降から経常黒字国から赤字国の転落を迎えそうな事態となっている。 

 

さて、重要なのは経常黒字減少や赤字になる原因について考え、日本経済の現状をできる

だけ正確に把握することであろう。 

貿易赤字を所得収支の黒字で補い、経常黒字を確保する段階は「成熟した債権国」と呼ば

れる。年間で経常赤字に陥るという事態になれば、早い段階で「債権取り崩し国」の段階

へ進んでしまう可能性もある。 

 

日本は本当に近い将来、債権取り崩し国になるのか。そうなったとき日本経済にはどのよ

うな影響がもたらされるのか？ 

日本の過去 20 年間を見ると、家計の貯蓄超過額は少子高齢化などの影響からはっきりと

縮小傾向を示している。企業の貯蓄超過額は拡大しているものの、財政収支は大幅な赤字

となっており、国内全体では前述したように経常黒字幅が縮小傾向にあるのだ。 

そして日本が近い将来、経常赤字に陥ることが濃厚だとすると、差し当たって考慮すべき
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ポイントは以下の 3つである。 

●経常赤字によって日本経済にどのような悪影響がもたらされるのか 

●その影響が深刻な場合、対策を急ぐべきではないのか 

●英国や米国のような債権取り崩し国としての経済運営が、日本にも可能なのか 

 

日本で仮に年ベースの経常赤字が定着した場合、それ自体というよりはむしろ経常赤字と

財政赤字の「双子双子双子双子のののの赤字赤字赤字赤字」を抱えることが大きな問題となる（1980 年代の米国がそうだっ

た）。双子の赤字では従来のように日本国債を家計と企業の貯蓄で買い支えることができ

ず、海外からより多くの資金を受け入れる必要が出てくる。こうした見方が市場関係者の

間に広がると、長期金利は急上昇しやすくなり、政府債務の金利負担が増加して財政状態

はいっそう悪くなる恐れがあること、また円安の流れが加速する可能性があることを市場

は理解すべきだろう。一方で重要なのは、現在交渉中の TPP（環太平洋経済連携協定）な

どを通じて、日本経済の成長期待を地道に高めていくことである。これはアベノミクスの

重大な使命なのである。 

 

以上 
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